
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 
 

 昨日の朝日新聞が、自民党総裁選に伴う「政治空白」を批判する記事の中で、高校授業料無償化について「停滞している」と報じています。概算

要求が金額を示さない「事項要求」になったことを「政治主導の制度設計が間に合わないまま…」としていますが、連立政権の枠組みはもとより、

解散総選挙の可能性も考えられる状況で、学校現場の戸惑いが記事後半に書かれています。実際、行政や経営者が慎重な姿勢であるのに対して、各

校では授業料無償化の実現を前提にした動きも見られます。情勢を動かすこの秋の運動が決定的に重要な局面です。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国私私学助成をすすめる会  

No.28  2025年9月29日（月） 

「私
学
助
成
の
方
針
と
計
画
」を
未
提
出
の
県
は
至
急
本
部
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 

署
名
第
一
回
中
間
集
約
：
10
月
３
日
（金
）ま
で
に
集
約
数
を
報
告
し
て
く
だ
さ
い
。 

９
月
末
学
費
滞
納
調
査
：
10
月
17
日
（金
）締
め
切
り
。
至
急
回
収
の
声
か
け
を
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８月２６日、近畿ブロックキャラバン・大阪対府要請 

 

朝日新聞 ９月２８日付朝刊 

 


